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証券コード　4827
（発送日） 2023年６月12日

（電子提供措置の開始日） 2023年６月５日
株 主 各 位

福岡市中央区薬院三丁目16番27号
ビジネス･ワンホールディングス株式会社
代 表 取 締 役 社 長 尾 﨑 朝 樹

第36期定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第36期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につ
いて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以
下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　当社ウェブサイト　　https://www.businessone-hd.com
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「ＩＲニュース一覧」
「株主総会関連資料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、福岡証券取引所（福証）のウェブサイトに
も掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　福岡証券取引所ウェブサイト（福証上場会社情報サービス）
　https://www.fse.or.jp/listed/search.php/
　上記の福証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名」に「ビジネス・ワンホールディングス」
又は「コード」に当社証券コード「４８２７」を入力・検索し、「詳細情報」を選択して「株主総会
招集通知」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面により議決権を行使することができますので、書面による
議決権の事前行使にあたりましては、株主総会参考書類をご検討いただき、本招集ご通知とあわせて
お送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、2023年６月26日（月曜日）午後６
時までに折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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１．日 時 2023年６月27日（火曜日）午前11時

２．場 所 福岡市中央区薬院三丁目16番27号　薬院ビル６Ｆ
本社　会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第36期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第36期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
　 議 案 　取締役10名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
（1）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否

の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
（2）代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人とし

て株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となり
ますのでご了承ください。

記

以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受
付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎　当社は、会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行う旨を当
社の定款第40条に定めています。
　当事業年度の期末配当につきましては、2023年５月10日開催の取締役会において、次のとおり
剰余金の配当を行うことを決議いたしました。
①配当財産の種類
　金銭
②配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金７円00銭。配当総額29,042,300円。
③剰余金の配当が効力を生じる日
　2023年６月28日（水曜日）

◎　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、そ
の旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）

前連結会計年度
第35期(2022年３月期)

当連結会計年度
第36期(2023年３月期) 前連結会計年度比較

売上高(千円) 売上高(千円) 増減額(千円)

不 動 産 事 業 6,899,626 8,391,583 1,491,956

マ ン シ ョ ン 管 理 事 業 1,296,967 1,461,293 164,325

賃 貸 事 業 1,023,445 1,093,830 70,384

家具・家電レンタル事業 446,934 518,776 71,842

ソ フ ト ウ ェ ア 事 業 154,573 180,832 26,258

フ ァ イ ナ ン ス 事 業 114,789 224,452 109,662
合　計 9,936,338 11,870,768 1,934,430

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度における我が国経済は、ロシアのウクライナ侵攻に起因する原材料価格の高
騰による影響を大きく受けたものの、アフターコロナを見据えた動きもみられ、個人消費や雇
用情勢を中心に緩やかに持ち直しつつあります。しかしながら先行きは不透明であり、引き続
き物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響について注視しておく必要があり
ます
　このような経済状況のもとで、当社グループは、収益構造の強化・収益基盤の拡大を目的と
して、各事業部門の永続的な収益確保を意識した業績管理をより一層徹底し、グループ全体の
業容拡大を目指してまいりました。
　その結果、当連結会計年度のグループ全体の連結売上高は12,211,135千円（前期比21.2％
増）、営業利益1,196,507千円（同26.1％増）、経常利益1,005,785千円（同21.6％増）、
親会社株主に帰属する当期純利益645,144千円（同26.2％増）となりました。
　事業の種類別セグメント業績は次のとおりであります。
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資の総額は1,972,169千円となっており、その主なものは、賃貸事
業における賃貸等不動産の取得（1,745,914千円）であります。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より長期借入金として

2,542,900千円の調達を行いました。

区 分 第 33 期
(2020年３月期)

第 34 期
(2021年３月期)

第 35 期
(2022年３月期)

第 36 期
(当連結会計年度)
(2023年３月期)

売 上 高(千円) 9,227,175 9,863,318 10,071,384 12,211,135

経 常 利 益(千円) 642,698 661,992 827,245 1,005,785

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益(千円) 425,343 461,469 511,252 645,144

１株当たり当期純利益 (円) 102.52 111.23 123.23 155.50

総 資 産(千円) 17,133,783 17,016,875 20,899,351 27,527,849

純 資 産(千円) 2,740,706 3,185,581 3,680,336 4,304,928

１株当たり純資産 (円) 660.59 767.81 887.06 1,037.61

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第35期の期首から適用
しており、第35期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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⑶ 対処すべき課題
当連結会計年度におきましては、前連結会計年度に引き続き黒字を維持することができまし

た。
今後におきましても引き続き不動産販売業や不動産賃貸業という営業資産を活用したアセット

ビジネスに注力するとともに、不動産仲介業、保険事業といったノンアセットビジネスにも幅を
拡げ、より強固な経営基盤の構築を図ってまいります。

取り巻く経営環境は困難な状況にはありますが、中長期的な経営戦略を踏まえた経営施策によ
り、株主を含めたすべてのステークホルダーに対し、永続的に利益還元が可能となるよう全社一
丸となって取り組んでまいります。

⑷ 企業集団の主要な事業セグメント（2023年３月31日現在）
当社グループは、不動産事業、マンション管理事業、賃貸事業、家具・家電レンタル事業、ソ

フトウェア事業、ファイナンス事業を営んでおります。各事業の内容は以下のとおりでありま
す。

①不動産事業
デベロッパー他一般顧客を対象とした不動産買取再販、不動産仲介、リフォーム並びに競売

物件の落札事業等を行っております。各営業エリアにおける提携業者とのさらなるネットワー
ク構築を図ることで営業活動の効率化、収益基盤の拡充を図っております。
②マンション管理事業

分譲マンションを中心としたマンション管理事業を行っております。競合他社との競合激
化、物価上昇によるコスト増等により、事業環境の厳しさはさらに増すものと予想されます
が、地場大手としての事業基盤を活用し、管理戸数増加、収益基盤拡充を図っております。
③賃貸事業

当社グループが保有する賃貸等不動産による賃料収入事業と、マンション管理物件の賃貸仲
介事業など、グループの営業資産を基にしたシナジー効果を最大限発揮し、収益につなげる事
業を拡大して行っております。また一般管理物件の賃貸管理戸数の増加を企図した営業活動を
行うことで継続的な収益基盤の拡充を図っております。
④家具・家電レンタル事業

賃貸住宅入居者向けの他、賃貸物件オーナー・法人向けに家具・家電のレンタル事業を展開
しております。
⑤ソフトウェア事業

ソフトウェア開発及びパッケージ販売等を主な事業として行っております。パッケージソフ
ト販売部門において商品ラインナップの拡充・強化を推進いたしました。また顧客サービスを
充実させるべく操作指導（スクール）やサポートセンターによる既存ユーザーへの営業活動を
展開することで、複数年契約や保守契約等の収益基盤の拡充を図っております。
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⑥ファイナンス事業
事業者向け不動産担保貸付を主として営業活動を行っております。融資残高の増加と併せて

貸出先数の増加によるリスク分散を図るとともに、収益基盤の拡充に努めております。

⑸ 企業集団の主要拠点等（2023年３月31日現在）
主要な営業所 福岡県福岡市、東京都中央区、熊本県熊本市、大阪府大阪市、神奈川県

横浜市、大阪府吹田市、埼玉県三郷市

事業部門 使用人数 前連結会計年度末比増減

不動産事業 37名 １名 増

マンション管理事業 66名
(264名)

13名 増
(14名) 増

賃貸事業 11名 １名 減

家具・家電レンタル事業 32名
(23名)

３名 増
(23名) 増

ソフトウェア事業 11名 １名 減

ファイナンス事業 ５名 ２名 増

その他 31名 ３名 増

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

36名 ２名 減 53.0歳 5.0年

⑹ 使用人の状況（2023年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）1．使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ
への出向者を含む。）であり、パートタイマーは（　）内に人数を表示しております。

2．当連結会計年度における家具・家電レンタル事業の増加は、各主要拠点における営業力強化のための
増員であります。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。
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会社名 資本金 当社の議決権比率 事業内容
株式会社
ビジネス・ワン 10,000千円 100.0％ ソフトウェア事業

株式会社
ビジネス・ワン
ファシリティーズ

30,000千円 100.0％ マンション管理事業

株式会社
ビジネス・ワン
ビルメンテナンス

10,000千円 100.0％ マンション管理事業

株式会社
コスモライト 10,000千円 100.0％ 不動産事業

株式会社
ビジネス・ワン熊本 10,000千円 100.0％ 不動産事業

株式会社
ビジネス・ワン
ファイナンス

40,000千円 100.0％ ファイナンス事業

株式会社
ビジネス・ワン
賃貸管理

10,000千円 100.0％ 賃貸事業

株式会社
てぶらでどっとこむ 10,000千円 100.0％ 家具・家電レンタル事業

株式会社まむし温泉 35,000千円 100.0％ その他

株式会社アース 20,000千円 100.0％ その他

株式会社
カサグランデ 10,000千円 100.0％ 不動産事業

株式会社アクロス 10,000千円 100.0％ 不動産事業

⑺ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）１. 2022年４月１日に株式会社アースの全株式を取得し、当連結会計年度より連結子会社といた
しました。

２. 株式会社ビジネス・ワンビルメンテナンスに対する当社の議決権比率は、当社の子会社である
株式会社ビジネス・ワンファシリティーズを通じての間接所有分です。
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借入先 借入額

株式会社西日本シティ銀行 7,646,294千円

株式会社北九州銀行 6,251,805千円

福岡ひびき信用金庫 1,027,741千円

株式会社佐賀銀行 1,004,106千円

株式会社筑邦銀行 992,900千円

株式会社りそな銀行 884,806千円

株式会社東京スター銀行 723,730千円

株式会社福岡銀行 499,680千円

株式会社熊本銀行 488,572千円

株式会社佐賀共栄銀行 481,642千円

株式会社福岡中央銀行 433,250千円

株式会社日本政策金融公庫 422,428千円

株式会社肥後銀行 246,203千円

株式会社豊和銀行 234,500千円

株式会社百十四銀行 188,285千円

株式会社SBI新生銀行 133,949千円

株式会社十八親和銀行 115,113千円

合　計 21,775,004千円

⑻ 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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⑴ 発行可能株式総数 16,568,800株
⑵ 発行済株式の総数 4,148,900株
⑶ 株主数 424名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 ゴ ー 834,900株 20.12％

平 本 敏 夫 800,000株 19.28％

尾 﨑 朝 樹 700,000株 16.87％

株 式 会 社 九 州 リ ー ス サ ー ビ ス 320,000株 7.71％

西 武 ハ ウ ス 株 式 会 社 276,300株 6.66％

株 式 会 社 Ｕ ・ Ｈ プ ラ ン ニ ン グ 180,000株 4.34％

鈴 政 一 夫 167,200株 4.03％

株 式 会 社 ク リ エ イ テ ィ ブ
マ ネ ー ジ メ ン ト コ ン サ ル タ ン ツ 100,000株 2.41％

青 池 美 和 71,300株 1.72％

森 山 順 子 56,100株 1.35％

２. 株式の状況（2023年３月31日現在）

⑷ 大株主（上位10名）

（注）自己株式は所有しておりません。
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会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 尾 﨑 朝 樹
全事業統括責任者
株式会社ビジネス・ワンファイナンス
代表取締役

専 務 取 締 役 川 本 敏 夫
第一営業本部 本部長 兼 不動産競売事業部長
兼 不動産流通仲介事業部長
株式会社コスモライト代表取締役
株式会社まむし温泉代表取締役

専 務 取 締 役 松 　 元 　 誠 二 郎 管理本部長
株式会社Stay代表取締役

専 務 取 締 役 山 本 道 也
第二営業本部本部長兼ファイナンス事業部長
株式会社ビジネス・ワンファイナンス取締役
社長

取 締 役 後 藤 　 誠 熊本営業部 部長
株式会社ビジネス・ワン熊本代表取締役

取 締 役 溝 田 武 勝 株式会社ビジネス・ワンファシリティーズ
代表取締役

取 締 役 甲 斐 田 　 啓 　 二 株式会社ユーティライズ代表取締役
株式会社エルデック代表取締役

取 締 役 井 上 雄 介 該当事項なし

取 締 役 財 満 　 寛 該当事項なし

取 締 役 別 府 大 力 株式会社モダンプロジェ代表取締役

常 勤 監 査 役 兼 清 美 隆 該当事項なし

監 査 役 川 庄 康 夫
川庄公認会計士事務所所長
株式会社クリエイティブマネージメントコン
サルタンツ代表取締役
株式会社KS人事研究所代表取締役

監 査 役 菰 田 泰 隆 弁護士法人菰田総合法律事務所代表弁護士

３. 会社役員の状況
⑴ 取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）
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区 分 員　数 報酬等の額

取締役
（うち社外取締役）

10名
（３名）

72,800千円
　(8,400千円)

監査役
（うち社外監査役）

３名
（２名）

8,400千円
　(2,400千円)

合計
（うち社外役員）

13名
（５名）

81,200千円
　(10,800千円)

（注）１. 取締役井上雄介氏、財満寛氏及び別府大力氏は、社外取締役であります。
２. 監査役川庄康夫氏及び菰田泰隆氏は、社外監査役であります。
３. 監査役川庄康夫氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。
４. 監査役菰田泰隆氏は、弁護士、社会保険労務士、税理士の資格を有しており、法務、労務及び税務に

関する相当程度の知見を有するものであります。
５. 当社は、菰田泰隆氏を福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお

ります。

⑵ 当事業年度中の取締役の異動
　2022年６月27日開催の第35期定時株主総会において、山本道也氏が新たに取締役に選任さ
れ就任いたしました。

⑶ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

（注）１．当事業年度末現在の取締役は10名（うち社外取締役は3名）、監査役は３名（うち社外監査役は
２名）であります。

２．取締役の報酬の額は2012年６月28日開催の第25期定時株主総会において年額120,000千円以内と
決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は５名であります。

　　また監査役の報酬についても2012年６月28日開催の第25期定時株主総会において決議しており、
その報酬限度額は年額12,000千円であります。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名であり
ます。

３．取締役会は、当社の全事業統括責任者の代表取締役尾﨑朝樹氏に対し各取締役の報酬の額の決定を委
任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価
を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。
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地 位 氏 名 兼職する法人等 兼 職 の 内 容

取 締 役 井 上 雄 介 該当事項なし 該当事項なし

取 締 役 財 満 　 寛 該当事項なし 該当事項なし

取 締 役 別 府 大 力 株式会社モダンプロジェ 代表取締役

監 査 役 川 庄 康 夫

川庄公認会計士事務所
株式会社クリエイティブマネージメント
コンサルタンツ
株式会社KS人事研究所

所長
代表取締役

代表取締役

監 査 役 菰 田 泰 隆 弁護士法人菰田総合法律事務所 代表弁護士

⑷ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

（注）１. 当社と株式会社モダンプロジェとの間には、特別な関係はありません。
２. 当社と川庄公認会計士事務所とは、会計及び税務の顧問契約を締結しております。
３. 当社と株式会社クリエイティブマネージメントコンサルタンツ及び株式会社ＫＳ人事研究所との間に

は、特別な関係はありません。
４. 当社と弁護士法人菰田総合法律事務所とは、法務の顧問契約を締結しております。

② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
該当事項はありません。
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取 締 役 会 監 査 役 会

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 井 上 雄 介 23回／26回 88％ － －

取 締 役 財 満 　 寛 21回／26回 81％ － －

取 締 役 別 府 大 力 21回／25回 84％ － －

監 査 役 川 庄 康 夫 20回／26回 77％ ４回／４回 100％

監 査 役 菰 田 泰 隆 22回／26回 85％ ４回／４回 100％

③ 当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査役会への出席状況

・取締役会及び監査役会における発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職
務の概要
取締役井上雄介氏は、会社経営の経験から不動産、ファイナンス事業を中心に幅広い分野の
意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行
っております。
取締役財満寛氏は、金融機関の経営者として培われた豊富な経験と高い見識から、当社の経
営全般に対し適宜、助言・提言を行っております。
取締役別府大力氏は、主に不動産業に携わる経営者としての実務的見地から、当社の経営全
般に対して適宜、助言・提言を行っております。
監査役川庄康夫氏は、主に公認会計士としての専門的見地から意見を述べるなど、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役
会において、当社の経理システム並びに内部監査について適宜、必要な発言を行っておりま
す。
監査役菰田泰隆氏は、弁護士、社会保険労務士及び税理士としての専門分野を中心に幅広い
見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・
提言を行っております。また、監査役会において、当社の内部監査について適宜、必要な発
言を行っております。
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①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 15,000千円

②当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
　その他財産上の利益の合計額 15,000千円

４. 会計監査人の状況
⑴ 名称　　　　　　　　　監査法人ハイビスカス

⑵ 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠な
どが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

⑶ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場
合、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。
　また、上記の場合のほか、監査役会は、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生によ
り、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合には、会計監査人の解任または不再任に関
する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

⑸ 責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人である監査法人ハイビスカスは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項の最低責任限度額
を限度としております。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適
正を確保するための体制についての決定内容は以下のとおりであります。
⑴ 業務の適正を確保するための体制
①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、取締役及び使用人が法令等を遵守し、適切な企業活動を推進することを目的に、
「企業行動規範」、「コンプライアンス規則」を定めコンプライアンス研修などで周知徹底を
図るとともに、法令の制定・改正などの情報伝達などを通じて、業務における法令遵守の環境
を整えるよう努める。
　また、法令違反などのリスク情報を早期に発見し改善するため、リスク管理担当部門に内部
通報窓口を設置する。
　法令適合状況について定期的に内部監査を実施し、法令遵守の徹底に努める。
　さらに当社は、反社会勢力と関わりをもたず、不当な要求に対しては毅然とした態度で対応
する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、取締役会議事録、その他取締役の職務の執行に係る情報を文書管理規程などの社内
規程の定めるところに従い適切に保存し管理を行う。取締役及び監査役は、必要に応じて常時
これらの保管文書を閲覧できるものとする。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、経営目的の達成を阻害する損失の危険を統括的に管理するため、全社の重大リスク
を把握し、対策の実施などを優先度に応じて計画的かつ継続的に行う。
　「リスク管理規程」に基づき、業務に関するマニュアル、顧客対応窓口、事故・クレームな
どの情報伝達、緊急時対応体制の整備・周知・見直しなど、業務におけるリスク管理を実践す
る。さらに、内部監査により隠れたリスクの把握を行うとともに、重大リスクに関する監査を
優先度に応じて計画的に実施する。
　緊急かつ重大な損失の危険が発生・発見された場合は、危機管理マニュアルに基づき適切な
情報伝達及び意思決定を行い、被害を最小限に止めるなどの的確な対応を行う。
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④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、中期経営計画などの全社的な目標を定めることにより、各部門が事業年度ごとに実
施すべき具体的な施策を効率的に策定できる体制を構築する。
　経営の組織的・効率的推進を目的として業務執行に関する権限と責任を明確に定めた職務権
限規程や稟議規程に則り、職務の適正かつ効率的な執行を実現するとともに、重要事項につい
ては取締役会および経営会議などの会議体を経て意思決定を行うことで、職務の適正性を確保
するものとする。
　さらに、執行役員制度を導入することにより経営の意思決定・監督と業務執行の機能を明確
に分離し取締役の機能強化並びに職務の効率性を確保する。
⑤当該株式会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正性を確保するため
の体制
　企業集団における業務の適正を確保するため、当社グループの役職員の行動指針として「企
業行動規範」を定めている。
　グループ全体の経営管理については、連結企業集団としての目標・方針並びに事業計画を経
営会議において定め、当社グループ各社と共有化を図ることとする。
　子会社各社個別の経営管理については、経営指導委託契約に則り、会議体および個別の協
議、連絡の場を通じ、コンプライアンスやリスク管理を含め連結経営上重要な影響がある事項
については報告・相談を受けるものとし、必要に応じて助言・指導又は承認を行うものとす
る。また、当社による内部監査を適宜行う。
⑥監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事
項
　監査役の職務を補助するために使用人を置くことを求められた場合、その使用人は取締役会
の指揮・監督を受けず、また人事処遇については監査役の事前承諾を必要とすることで、独立
性を確保する。
⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
　取締役及び使用人は、当社の業務の執行及び重要な事項について、監査役に定期的に報告す
るとともに、必要に応じて適宜報告する。
　さらに、取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合
には直ちに監査役会に報告する。
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⑧監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　代表取締役は、監査役との相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をもつとともに、取締
役及び使用人は内部監査部門の監査実施結果に基づき、法令遵守状況などについて適宜監査役
に対し報告する。
　また、監査役の職務の執行にあたり監査役が必要と認めた場合には、弁護士などの外部専門
家との連携が図れる環境を整備する。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、上記の内部統制システムの整備を行い、取締役会において継続的に経営上のリスク
について検討しております。また、必要に応じて、社内諸規程、個々の業務及び業務フローの
見直しを実施し、内部統制システムの実効性を向上させるように努めております。
　また、内部監査部門は独立した観点から定期的に内部監査を行っており、法令・定款及び社
内諸規程等に違反している事項の有無を検証しております。常勤監査役も、監査役監査の他、
代表者及び管理職者との面談、社内の重要な会議への出席を通じて、業務執行の状況やコンプ
ライアンスについての重大な違反等が無いよう監視しております。

６. 会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針について
は特に定めておりません。

７. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営の重要政策のひとつとして位置付けておりま
す。
利益配当政策につきましては、業績に応じた適正な利益配分を目指すとともに、財務状況、将
来の事業展開及び内部留保などを総合的に勘案し、安定配当の維持に努めてまいりたいと考えて
おります。
このような方針のもと、当事業年度の期末配当金につきましては、業績など総合的に検討いた
しました結果、株主の皆様の日頃のご支援にお応えすべく、取締役会決議により１株につき７円
（普通配当5円、ホールディングス体制15周年の記念配当２円）とさせていただきました。
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（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額
流動資産 16,958,505 流動負債 15,084,965
　現金及び預金 3,144,774 　支払手形及び買掛金 73,661
　受取手形 8,066 　短期借入金 12,881,060
　売掛金 165,991 　1年内返済予定の長期借入金 915,289
　有価証券 200,000 　リース債務 3,566
　販売用不動産 9,542,846 　未払法人税等 298,461
　原材料及び貯蔵品 1,941 　賞与引当金 115,200
　営業貸付金 3,728,530 　その他 797,728
　その他 245,607
　貸倒引当金 △79,254
固定資産 10,569,344 固定負債 8,137,955
　有形固定資産 10,142,109 　長期借入金 7,978,655
　　建物及び構築物 4,098,759 　リース債務 5,435
　　土地 5,734,881 　その他 153,864
　　その他 308,468
　無形固定資産 84,905
　　のれん 77,744 負 債 合 計 23,222,921
　　その他 7,161 純 資 産 の 部
　投資その他の資産 342,330 株主資本 4,304,638
　　投資有価証券 15,945 　資本金 436,034
　　長期貸付金 1,159 　利益剰余金 3,868,604
　　繰延税金資産 257,994 その他の包括利益累計額 290
　　その他 70,229 　その他有価証券評価差額金 290
　　貸倒引当金 △3,000 純 資 産 合 計 4,304,928
資 産 合 計 27,527,849 負 債 ・ 純 資 産 合 計 27,527,849

連結貸借対照表

－ 18 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・
計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）

科 目 金 額
売上高 12,211,135
売上原価 9,055,891
売上総利益 3,155,244
販売費及び一般管理費 1,958,737
営業利益 1,196,507
営業外収益
受取利息 4,601
受取配当金 752
受取保険金 14,770
その他 11,097 31,221
営業外費用
支払利息 191,237
その他 30,706 221,944
経常利益 1,005,785
税金等調整前当期純利益 1,005,785
法人税、住民税及び事業税 452,760
法人税等調整額 △92,120 360,640
当期純利益 645,144
親会社株主に帰属する当期純利益 645,144

連結損益計算書

（単位：千円）
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（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）

科 目 金 額
株主資本
資本金
当期首残高 436,034
当期変動額
当期変動額合計 －
当期末残高 436,034

利益剰余金
当期首残高 3,244,204
当期変動額
剰余金の配当 △20,744
親会社株主に帰属する当期純利益 645,144
当期変動額合計 624,399
当期末残高 3,868,604

株主資本合計
当期首残高 3,680,238
当期変動額
剰余金の配当 △20,744
親会社株主に帰属する当期純利益 645,144
当期変動額合計 624,399
当期末残高 4,304,638

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
当期首残高 97
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 192
当期変動額合計 192
当期末残高 290

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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科 目 金 額
その他の包括利益累計額合計
当期首残高 97
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 192
当期変動額合計 192
当期末残高 290

純資産合計
当期首残高 3,680,336
当期変動額
剰余金の配当 △20,744
親会社株主に帰属する当期純利益 645,144
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 192
当期変動額合計 624,592
当期末残高 4,304,928

（単位：千円）
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株式会社ビジネス・ワン 株式会社てぶらでどっとこむ
株式会社ビジネス・ワンファシリティーズ 株式会社まむし温泉
株式会社ビジネス・ワンビルメンテナンス 株式会社アース
株式会社コスモライト 株式会社カサグランデ
株式会社ビジネス・ワン熊本 株式会社アクロス
株式会社ビジネス・ワンファイナンス 株式会社Stay
株式会社ビジネス・ワン賃貸管理

 連結注記表
継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１. 連結の範囲に関する事項

⑴ 連結子会社の状況
連結子会社の数 13社
連結子会社の名称

　当連結会計年度において株式会社アースの全株式を取得したことに伴い、連結の範囲に含めてお
ります。

⑵ 非連結子会社の状況
非連結子会社の数 １社
非連結子会社の名称 株式会社ビジネス・ワンサンテ
連結の範囲から除いた理由 小規模会社であり、総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算
書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結範囲より除いてお
ります。

２. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社の名称等
非連結子会社の数 １社
非連結子会社の名称 株式会社ビジネス・ワンサンテ
持分法を適用していない理由 持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法
の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲より除いて
おります。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。
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③　棚卸資産の評価基準及び
評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

４. 会計方針に関する事項
(1)　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　　　　　　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）
市場価格のない株式等　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

販売用不動産 個別法
原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法

(2)　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法によっております。

（リース資産及びレンタル資産　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
　を除く） 除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法によっております。
②　無形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く） ソフトウェアについては、自社利用のものは社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法、市場販売目的のものは見込み販
売可能期間（３年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい
ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法
を採用しております。

④　レンタル資産 ３年間にわたり定額法により償却しております。

(3)　引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 当社は、全従業員を対象に業績賞与制度を導入しております。
従業員の業績賞与の支給に備えて、業績賞与支給見込額のうち、
当連結会計年度の負担額を計上しております。
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③　収益及び費用の計上基準 当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要
な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する
通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり
ます。
a)不動産事業
　不動産販売収入は中古住宅等の他、開発用土地を売却する事業
における収益であります。顧客との不動産売買契約に基づいて、
物件の引渡しを行う履行義務を負っております。
　当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるもので
あり、当該引渡時点において収益を認識しております。
b)マンション管理事業
　マンション管理委託契約、建物管理委託契約に基づいて、マン
ションの事務管理業務、管理員業務、清掃・設備管理・保全の各
業務、管理組合の決算等マンションの総合管理業務を提供する義
務を負っております。
　それらの業務の履行義務は、契約期間における時の経過により
充足されると判断し、顧客との契約に従い一定の期間にわたって
収益を認識しております。

(4)　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。
特例処理の要件を充たす金利スワップについては、特例処理を採
用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段　…　金利スワップ取引
ヘッジ対象　…　借入金

ヘッジ方針 金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行ってお
り、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。

ヘッジの有効性の評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャ
ッシュ・フローの累計を比較し、その変動額の比率によって有効
性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性
の評価を省略しております。

②　控除対象外消費税等の会計処理 控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用とし
て処理しております。
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　またマンションの維持管理に係る工事収入については工事請負
契約等の契約に基づき履行義務が充足されるにつれて一定期間に
わたり収益を認識しております。ただし修繕等の工事については
契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込ま
れる時点までの期間がごく短いため、一定の期間にわたり収益を
認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識する代替
的な取扱いを適用しております。
c)賃貸事業
　賃貸事業における収益のうち大部分を占めます家賃管理収入は
居宅・店舗等を賃貸借契約により、賃貸等不動産を賃貸借する事
業における収益であります。
　家賃管理収入は「リース取引に関する会計基準」に基づき収益
を認識しております。
　賃貸事業における賃貸管理収入については賃貸物件オーナーと
の賃貸管理委託契約に基づき賃貸管理、建物管理等のサービスを
提供することに対する対価であり、また賃貸管理委託契約により
これらのサービスを提供する義務を負うこととなります。
　当該履行義務は契約期間における時の経過により履行義務が充
足されると判断し、顧客との契約に従い一定の期間にわたって収
益を認識しております。
　また賃貸物件に係る工事収入は工事請負契約に基づいて物件の
引渡しを行う履行義務を負っており、その契約に基づき履行義務
が充足されるにつれて一定期間にわたり収益を認識しておりま
す。ただし原状回復工事等の修繕工事について契約における取引
開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期
間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、完
全に履行義務を充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを
適用しております。
d)家具・家電レンタル事業
　レンタル収益はレンタル契約により家具・家電を賃貸借する事
業における収益であります。
　レンタル収益につきましては「リース取引に関する会計基準」
に基づき収益を認識しております。
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e)ソフトウェア事業
　ソフトウェア販売に係る収益は売買契約に基づいており、その
販売に係る履行義務は当該商品が引き渡される一時点で充足され
るものであります。
　ソフトウェア保守に係る収益は保守契約に基づいており、その
業務の履行義務は業務が提供される一定の期間にわたり充足され
るものであり、サービスの提供期間に応じてその収益を認識して
おります。
f)ファイナンス事業
　貸付利息収益は金銭消費貸借契約により金銭を貸借する事業に
おける収益であります。
　貸付利息収益につきましては「金融商品に関する会計基準」に
基づき収益を認識しております。
　融資事務手数料収入は金銭消費貸借契約が成立し融資実行が為
されるまでの一連のサービスに対する対価であり、また金銭消費
貸借契約成立により融資実行までのサービスを提供する義務を負
うこととなります。当該履行義務は融資実行される一時点におい
て充足されるものであり、融資実行時点にて収益を認識しており
ます。

④　のれんの償却方法及び償却期間 のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行ってお
ります。
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更
１.　会計方針の変更

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針
第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来
にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類に与える影響はありません。

２.　表示方法の変更
　該当事項はありません。

3.　会計上の見積りに関する注記
（販売用不動産の評価）
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計
年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次の通りです。
　販売用不動産 9,542,846千円
　当社は販売用不動産について、正味売却価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を正味売却価額まで
減額し、当該減少額を評価損として計上いたします。正味売却価額の算定にあたっては慎重に検討しており
ますが、販売計画や市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じ、正味売却価
額が帳簿価額を下回る場合には評価損が必要となる可能性があります。なお、販売用不動産における正味売
却価額の見積りについては、販売用不動産の所在する地域の市場動向や価格情報、物件における収益利回り
等に基づいて算定しております。
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販売用不動産 2,315,920千円
営業貸付金 3,597,480千円
建物及び構築物 4,085,579千円
土地 5,624,689千円

計 15,623,669千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 1,455,839千円

（保証先） （主な種類） （金額）
株式会社シフトライフ 借入金 580,000千円
株式会社ナカケン 私募債 200,000千円

780,000千円

地域 種類 用途 振替額（簿価）
福岡県 土地 販売用不動産 112,949千円

福岡県 建物等 販売用不動産 41,039千円

連結貸借対照表に関する注記
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　この他に連結上相殺されている関係会社株式（帳簿価額280,000千円）を担保に供しております。
　上記の資産は、短期借入金12,831,060千円、１年内返済予定の長期借入金908,545千円及び長期借入
金7,927,391千円の担保に供しております。

３. 偶発債務
（保証債務）

下記の会社に対し、債務保証を行っております。

４. 固定資産から販売用不動産への保有目的の変更
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２．期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれ
　　ております。 202,532千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 4,148,900株 －株 －株 4,148,900株

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金 の 総 額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日
2 0 2 2 年 ５ 月 1 1 日
取 締 役 会 普通株式 20,744千円 5円00銭 2022年３月31日 2022年６月28日

決 議 株 式 の 種 類 配 当 の 原 資 配 当 金 の 総 額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日
2 0 2 3 年 ５ 月 1 0 日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 29,042千円 ７円00銭 2023年３月31日 2023年６月28日

連結損益計算書に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ
ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、「連結注記表　収益認識に関する注記　１．顧客との契約
から生じる収益を分解した情報」に記載のとおりであります。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 発行済株式の総数に関する事項

２. 剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

３. 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はありません。
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金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
当社グループにおける資金運用については、短期的な預金、並びにリスクの低い長期預金等に限定し、

また、資金調達については、社債の発行または銀行借入による方針です。デリバティブは、借入金の金利
変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

⑵ 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、主に運転資金の調達によるものであり、償還日は最長で決算日後20年であります。変動金

利による借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部については、支
払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引(金利ス
ワップ取引)を利用しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘ
ッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記「４．会計方針に関する事項(4)　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項①重要
なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク

当社グループは、リスク管理規程に基づき、取引相手ごとの支払期日や債権残高を管理しておりま
す。また、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、経理部門との情報共有化を行い
ながら財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
② 資金調達に係る流動性リスク

当社グループは、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性
リスクを管理しております。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を
採用することにより当該価額が変動することがあります。

－ 30 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・
計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1)有価証券及び投資有価証券
　　①満期保有目的の債券
　　②その他の有価証券

200,000
10,705

200,000
10,705

－
－

(2)長期貸付金
（１年内回収予定分を含む） 2,772 2,770 △2

資産計 213,477 213,475 △2
(1)長期借入金
（１年内返済予定分を含む） 8,893,944 8,809,371 △84,572

負債計 8,893,944 8,809,371 △84,572

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

子　会　社　株　式 5,000

投　資　有　価　証　券 240

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等 時価 当該時価の
算定方法うち1年超

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

長期借入金 357,042 284,154 ※

２. 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり

ます。

(*1)「現金及び預金」「売掛金」「営業貸付金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」については、
現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお
ります。
(*2)市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸
借対照表計上額は以下の通りであります。

（単位：千円）

(*3)デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日におけ
る契約額又は契約において定められた元本相当額は、次のとおりであります。

（単位：千円）

※金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて
いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

－ 31 －



１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 3,144,774 － － －

受取手形 8,066 － － －

売掛金 165,991 － － －

営業貸付金 3,728,530 － － －

有価証券
　満期保有目的の債券 200,000 － － －

長期貸付金 1,612 1,159 － －

合計 7,248,975 1,159 － －

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

短期借入金 12,881,060 － － －

長期借入金 915,289 4,051,288 2,925,989 1,001,378

　合計 13,796,349 4,051,288 2,925,989 1,001,378

（注１）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（注２）長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 10,705 － － 10,705

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
　満期保有目的の債券
　　社債

－ 200,000 － 200,000

長期貸付金（１年内回収
予定分を含む） － 2,770 － 2,770

資産計 － 202,770 － 202,770

長期借入金（１年内返済
予定分を含む） － 8,809,371 － 8,809,371

負債計 － 8,809,371 － 8,809,371

(1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市場での取引頻度が低
く、活発な市場における相場価格とは認められないためレベル２の時価に分類しております。

長期貸付金
長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッ
シュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法に
より算定しており、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体して処理されている
ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（下記「長期借入金」参照）。
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価当連結会計年度

期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

8,269,648 1,300,926 9,570,575 10,919,147

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
なお、変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（上記「デリバティブ
取引」参照）、当該スワップと一体として処理された元利金の合計額を用いて算定しております。

賃貸等不動産に関する注記
　当社グループでは、福岡県、佐賀県および熊本県に賃貸用のオフィスビル、居住用マンション、駐車場等を
有しております。2023年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は410,617千円（賃貸収入は売
上高、主な賃貸費用は売上原価並びに販売費及び一般管理費に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は次のとおりでありま
す。

（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 当連結会計年度増減額のうち、主な増加は賃貸等不動産取得（1,745,914千円）によるものでありま

す、また主な減少は保有目的の変更に伴う販売用不動産への振替（153,989千円）、減価償却
（248,071千円）等によるものであります。

３. 当連結会計年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い
て調整を行ったものを含む。）及び固定資産税評価額に基づく金額であります。
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報告セグメント

不動産事業 マンション
管理事業 賃貸事業 家具・家電　　

レンタル事業
ソフトウェア

事業
ファイナンス

事業

売上高
一時点で移転される
財 8,666,309 329,583 156,175 38,994 110,594 74,077

一定の期間にわたり
移転される財 9,889 1,316,859 88,834 － 74,023 1,748

顧客との契約から
生じる収益 8,676,198 1,646,442 245,009 38,994 184,617 75,825

その他の収益 35,877 － 941,311 502,395 － 150,311

外部顧客に対する
売上高 8,391,583 1,461,293 1,093,830 518,776 180,832 224,452

セグメント間の内部
売上高又は振替高 320,491 185,149 92,491 22,613 3,785 1,684

計 8,712,075 1,646,442 1,186,321 541,390 184,617 226,136

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）

－ 35 －



報告セグメント
その他（注） 合計 調整額 連結計算書類　　

計上額計

売上高
一時点で移転される
財 9,375,734 407,671 9,783,406 △493,496 9,289,909

一定の期間にわたり
移転される財 1,491,354 374 1,491,729 △123,302 1,368,426

顧客との契約から
生じる収益 10,867,089 408,046 11,275,135 △616,799 10,658,336

その他の収益 1,629,896 10,316 1,640,212 △87,413 1,552,798

外部顧客に対する
売上高 11,870,768 340,366 12,211,135 － 12,211,135

セグメント間の内部
売上高又は振替高 626,216 77,995 704,212 △704,212 －

計 12,496,985 418,362 12,915,348 △704,212 12,211,135

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他附帯事業を含んでおりま
す。

２．収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本と
なる重要な事項に関する注記　４．会計方針に関する事項（4）その他連結計算書類の作成のための基本
となる重要な事項　③収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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区分 合計

顧客との契約から生じた債権（期首残高）
　売掛金 125,405千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高）
　受取手形
　売掛金

8,066千円
165,991千円

契約負債（期首残高）
　前受金（その他流動負債） 180,241千円

契約負債（期末残高）
　前受金（その他流動負債） 119,624千円

１株当たり純資産額 1,037円61銭
１株当たり当期純利益 155円50銭

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

（注）契約負債は、主に不動産事業において、顧客との契約に基づく支払条件により顧客から受け取った
前受金に関連するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、133,454千
円であります。

②残存履行義務に配分した取引価格
当社および連結子会社においては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上
の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

その他の注記
　該当事項はありません。
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（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部
科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

流動資産 12,078,127 流動負債 11,304,484
現金及び預金 2,144,240 短期借入金 9,718,580
有価証券 200,000 １年内返済予定の長期借入金 915,289
販売用不動産 9,546,299 リース債務 3,127
前渡金 54,500 未払金 197,173
前払費用 57,366 未払法人税等 227,676
その他 75,720 前受金 120,518
固定資産 11,054,150 賞与引当金 50,688
有形固定資産 9,909,150 その他 71,430
建物及び構築物 4,089,813
土地 5,735,014 固定負債 8,122,711
リース資産 7,491 長期借入金 7,978,655
その他 76,830 リース債務 5,435
無形固定資産 2,228 長期預り敷金 138,620
ソフトウェア 2,164
電話加入権 64 負　　債　　合　　計 19,427,195
投資その他の資産 1,142,771 純　　資　　産　　の　　部
投資有価証券 10,765 株主資本 3,704,791
関係会社株式 846,000 資本金 436,034
出資金 26,972 利益剰余金 3,268,757
長期貸付金 82,487 利益準備金 14,313
長期前払費用 5,467 その他利益剰余金 3,254,443
敷金 7,691 繰越利益剰余金 3,254,443
差入保証金 1,288 評価・換算差額等 290
繰延税金資産 244,586 その他有価証券評価差額金 290
貸倒引当金 △82,487 純　資　産　合　計 3,705,081
資　　産　　合　　計 23,132,277 負債・純資産合計 23,132,277

貸　借　対　照　表

－ 38 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・
計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）

科 目 金 額
不動産売上高 9,410,202
不動産売上原価 7,412,290
不動産売上総利益 1,997,911
不動産販売費及び一般管理費 855,851
不動産営業利益 1,142,060
営業収益 266,539
営業費用 423,749
その他事業営業損失（△） △157,210
全事業営業利益 984,849
営業外収益
受取利息 19
受取配当金 752
受取保険金 14,223
有価証券利息 4,499
その他 2,167 21,663

営業外費用
支払利息 196,488
その他 20,105 216,594
経常利益 789,918
税引前当期純利益 789,918
法人税、住民税及び事業税 352,717
過年度法人税等 11,279
法人税等調整額 △88,217 275,779
当期純利益 514,139

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）

科 目 金 額
株主資本
資本金
当期首残高 436,034
当期変動額
当期変動額合計 －
当期末残高 436,034

利益剰余金
利益準備金
当期首残高 12,239
当期変動額
利益準備金の積立 2,074
当期変動額合計 2,074
当期末残高 14,313

その他利益剰余金
繰越利益剰余金
当期首残高 2,763,123
当期変動額
剰余金の配当 △20,744
利益準備金の積立 △2,074
当期純利益 514,139
当期変動額合計 491,320

当期末残高 3,254,443
利益剰余金合計
当期首残高 2,775,362
当期変動額
剰余金の配当 △20,744
利益準備金の積立 －
当期純利益 514,139
当期変動額合計 493,394
当期末残高 3,268,757

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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科 目 金 額
株主資本合計
当期首残高 3,211,396
当期変動額
剰余金の配当 △20,744
利益準備金の積立 －
当期純利益 514,139
当期変動額合計 493,394

当期末残高 3,704,791
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
当期首残高 97
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 192
当期変動額合計 192
当期末残高 290

評価・換算差額等合計
当期首残高 97
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 192
当期変動額合計 192
当期末残高 290

純資産合計
当期首残高 3,211,494
当期変動額
剰余金の配当 △20,744
利益準備金の積立 －
当期純利益 514,139
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 192
当期変動額合計 493,587
当期末残高 3,705,081

（単位：千円）
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個別注記表
継続企業の前提に関する注記
　該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 資産の評価基準及び評価方法

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　　　　　　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）
市場価格のない株式等　　　　移動平均法による原価法

⑵ デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し
ております。
販売用不動産 個別法

２. 固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産 定率法によっております。

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については定額法によっております。

⑵ 無形固定資産 定額法によっております。
（リース資産を除く） なお自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。
⑶ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採
用しております。

３. 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵ 賞与引当金 当社は、全従業員を対象に業績賞与制度を導入しております。
従業員の業績賞与の支給に備えて、業績賞与支給見込額のうち、当
事業年度の負担額を計上しております。
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４. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴ 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。
特例処理の要件を充たす金利スワップについては、特例処理を採
用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段　…　金利スワップ取引
ヘッジ対象　…　借入金

ヘッジ方針 金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行ってお
り、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。

ヘッジの有効性の評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャ
ッシュ・フローの累計を比較し、その変動額の比率によって有効
性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワ
ップについては、有効性の評価を省略しております。

⑵ 控除対象外消費税等の会計処理 控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費用として処理
しております。

⑶ 収益及び費用の計上基準　　　　　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における
主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収
益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
a)不動産事業
　不動産販売収入は中古住宅等の他、開発用土地を売却する事
業における収益であります。顧客との不動産売買契約に基づい
て、物件の引渡しを行う履行義務を負っております。
　当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるもの
であり、当該引渡時点において収益を認識しております。
b)賃貸事業
　賃貸事業における収益のうち大部分を占めます家賃管理収入
は居宅・店舗等を賃貸借契約により、賃貸等不動産を賃貸借す
る事業における収益であります。
　家賃管理収入は「リース取引に関する会計基準」に基づき収
益を認識しております。
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販売用不動産 2,315,920千円
建物 4,085,579千円
土地 5,624,689千円
関係会社株式 280,000千円

計 12,306,189千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 1,284,517千円

５. 重要な会計方針の変更
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来に
わたって適用することといたしました。なお、これによる当事業年度の計算書類に与える影響はありませ
ん。

６. 表示方法の変更
　該当事項はありません。

７. 会計上の見積りに関する注記
（販売用不動産の評価）
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計
算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次の通りです。
　販売用不動産 9,546,299千円
　当社は販売用不動産について、正味売却価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を正味売却価額まで
減額し、当該減少額を評価損として計上いたします。正味売却価額の算定にあたっては慎重に検討しており
ますが、販売計画や市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じ、正味売却価
額が帳簿価額を下回る場合には評価損が必要となる可能性があります。なお、販売用不動産における正味売
却価額の見積りについては、販売用不動産の所在する地域の市場動向や価格情報、物件における収益利回り
等に基づいて算定しております。

貸借対照表に関する注記
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　上記の資産は、短期借入金9,233,580千円、１年内返済予定の長期借入金908,545千円及び長期借入
金7,927,391千円の担保に供しております。
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（保証先） （主な種類） （金額）
株式会社ビジネス・ワンファイナンス 銀行借入金 3,597,480千円
株式会社てぶらでどっとこむ 銀行借入金 50,000千円

合計 3,647,480千円

長期貸付金 82,487千円
短期借入金 485,000千円

地域 種類 用途 振替額（簿価）

福岡県 土地 販売用不動産 112,949千円

福岡県 建物等 販売用不動産 41,039千円

２. 期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれ
ております。 202,532千円

売上高 338,306千円
その他の営業取引高 370,099千円

営業取引以外の取引による取引高
支払利息 5,807千円

３. 偶発債務
（保証債務）
　下記の会社に対し、債務保証を行っております。

４. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

５. 固定資産から販売用不動産への保有目的の変更

損益計算書に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　不動産売上高のうち一時点で移転される財の金額は8,401,504千円、一定の期間にわたり移転される財
の金額は31,508千円であり、顧客との契約から生じる収益の金額は8,433,013千円であります。
　また、その他の収益の金額は977,189千円であります。
　営業収益のうち一時点で移転される財の金額は31,388千円、一定の期間にわたり移転される財の金額
は224,834千円であり、顧客との契約から生じる収益の金額は256,223千円であります。
　また、その他の収益の金額は10,316千円であります。

３. 関係会社との取引高
営業取引による取引高

税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、未払事業税、販売用不動産評価損、繰延消費税等であり
ます。
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属性 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合

関連当事者と
の関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 株式会社
ビジネス・ワン

所有
直接100.0%

不動産の賃借
役員の兼務
資金の貸借

資金の借入
（注２） 290,000

短期借入金 290,000借入金の返済
（注２） 240,000

借入金利息の
支払（注２） 3,616

子会社
株式会社
ビジネス・ワン
ファシリティーズ

所有
直接100.0%

不動産の賃借
役員の兼務
資金の貸借

資金の借入
（注２） 100,000

短期借入金 100,000借入金の返済
（注２） 100,000

借入金利息の
支払（注２） 1,499

子会社 株式会社ビジネス・
ワンファイナンス

所有
直接100.0%

不動産の賃借
役員の兼務

債務保証
（注１） 3,597,480 － －

子会社 株式会社
コスモライト

所有
直接100.0%

不動産の賃借
役員の兼務
資金の援助

資金の借入
（注２） 95,000

短期借入金 95,000借入金の返済
（注２） 45,000

借入金利息の
支払(注２) 691

子会社 株式会社Stay 所有
直接100.0%

不動産の賃借
役員の兼務
資金の貸借

貸付金利息の
受取 － 長期貸付金

（注３） 82,487

子会社 株式会社てぶらで
どっとこむ

所有
直接100.0%

不動産の賃借
役員の兼務

債務保証
（注１） 50,000 － －

リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産の他、事務機器等の一部については所有権移転外ファイナンス・リース契
約により使用しております。

関連当事者との取引に関する注記
１. 子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針
（注１）銀行借入につき、債務保証を行ったものです。
（注２）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（注３）子会社の貸付金に対して、82,487千円の貸倒引当金を計上しております。
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種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役員 尾﨑朝樹 （被所有）
直接16.87%

当社
代表取締役

当社銀行借入に
対する債務被保
証（注１）

15,301 － －

重要な
子会社
の役員
及びそ
の近親
者が議
決権の
過半数
を所有
してい
る会社

等

株式会社
ナカケン － 役員の兼務

建設工事の発注
（注２）

社債の引受
（注３）

90,630

－

－

有価証券

－

200,000

１株当たり純資産額 893円03銭
１株当たり当期純利益 123円92銭

２. 役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）当社の銀行借入に対して代表取締役尾﨑朝樹より債務保証を受けており、取引金額は当事業年度末の債

務被保証残高を記載しております。なお、保証料の支払は行っておりません。
（注２）価格その他の取引条件は、市場実勢価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。
（注３）社債の引受については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

収益認識に関する注記
　収益を理解するための基礎となる情報は「４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項（3）　
収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
該当事項はありません。
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指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 堀 　 　 俊 介
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 御 器 　 理 人

独立監査人の監査報告書
2023年５月26日

ビジネス・ワンホールディングス株式会社
取締役会　御中

監査法人ハイビスカス
札幌事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ビジネス・ワンホールディングス株式会社の
2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ビジネス・ワンホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

－ 49 －



　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 堀 　 　 俊 介
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 御 器 　 理 人

独立監査人の監査報告書
2023年５月26日

ビジネス・ワンホールディングス株式会社
取締役会　御中

監査法人ハイビスカス
札幌事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ビジネス・ワンホールディングス株式会社
の2022年４月１日から2023年３月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討す
ること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

計算書類に係る会計監査報告
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成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第36期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した「監査報告書」に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について　

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして「会社法施行規則」第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決
議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表・損
益計算書・株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表・連結損益計算書・連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人ハイビスカスの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人ハイビスカスの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 役 兼 清 美 隆 ㊞
社 外 監 査 役 川 庄 康 夫 ㊞
社 外 監 査 役 菰 田 泰 隆 ㊞

2023年５月26日
ビジネス・ワンホールディングス株式会社
監査役会

　
以　上
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番　号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１
お

尾
 

 
 

　
 

 
ざき

﨑
 

 
 

　
 

 
とも

朝
 

 
 

　
 

 
き

樹
(1945年１月22日生)

    1969年    4月 株式会社福岡相互銀行

（現株式会社西日本シティ銀行）入行

    1996年    6月 同行取締役

    1999年    6月 同行執行役員

    2002年    6月 株式会社九州リースサービス専務取締役

    2007年    6月 同社退任

    2008年    1月 当社顧問

    2008年    4月 株式会社ビジネス・ワンファイナンス代表取

締役（現任）

    2008年    7月 当社代表取締役社長 全事業統括責任者(現

任)

（重要な兼職の状況）

株式会社ビジネス・ワンファイナンス代表取締役

700,000株

株主総会参考書類

　議　　案　　　取締役10名選任の件
　取締役全員（10名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　また、任期満了により退任いたします取締役溝田武勝氏は、2023年６月27日付で常務執行役員に
就任予定であります。つきましては、取締役10名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

２
かわ

川
 

 
 

　
 

 
もと

本
 

 
 

　
 

 
とし

敏
 

 
 

　
 

 
お

夫
(1963年２月６日生)

    1985年     4月 株式会社西日本銀行
（現株式会社西日本シティ銀行）入行

    2010年     5月 同行審査部長
    2011年     10月 同行本店営業部副営業部長
    2014年     5月 同行渡辺通支店支店長兼福岡南ブロック長
    2016年     6月 当社顧問

当社専務取締役経営戦略室長兼業務本部長
    2016年     12月 株式会社ビジネス・ワン賃貸管理代表取締役
    2017年     4月 当社専務取締役業務本部長
    2018年     3月 当社専務取締役営業本部長兼不動産競売事業

部長
株式会社コスモライト代表取締役（現任）

    2020年     2月 当社専務取締役営業本部長兼不動産競売事業
部長兼不動産流通仲介事業部長

    2020年     4月 当社専務取締役営業本部長兼不動産競売事業
部長兼不動産流通仲介事業部長兼経営戦略室
長

    2021年     2月 当社専務取締役営業本部長兼不動産競売事業
部長兼不動産流通仲介事業部長兼経営戦略室
担当役員

    2022年     1月 当社専務取締役第一営業本部本部長兼不動産
競売事業部長兼不動産流通仲介事業部長（現
任）

    2022年     3月 株式会社まむし温泉代表取締役（現任）

5,000株

（重要な兼職の状況）
株式会社コスモライト代表取締役
株式会社まむし温泉代表取締役
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略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

３
まつ

松
 

 
 

　
 

 
もと

元
 

 
 

　
 

 
せい

誠
 

 
じ

二
 

 
ろう

郎
(1967年６月21日生)

    1992年    4 月 株式会社日本長期信用銀行
（現株式会社SBI新生銀行）入行

    2000年    5 月 同行アドバイザリー部
    2012年    4 月 同行営業第二部
    2017年    3 月 当社顧問
    2017年    4 月 当社経営戦略室長
    2017年    6 月 当社取締役経営戦略室長兼資産運用管理部長
    2018年    3 月 当社取締役資産運用管理部長

株式会社ビジネス・ワン賃貸管理代表取締役
    2019年    3 月 当社取締役賃貸管理事業部長
    2019年    10月 当社取締役賃貸管理事業部長兼宿泊事業部長

株式会社Stay代表取締役（現任）
    2020年    5 月 当社取締役宿泊事業部長
    2021年    1 月 当社取締役経営戦略室長兼業務本部長
    2021年    6 月 当社専務取締役経営戦略室長兼業務本部長
    2022年    3 月 当社専務取締役管理本部長（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社Stay代表取締役

21,600株

４
やま

山
 

 
 

　
 

 
もと

本
 

 
 

　
 

 
みち

道
 

 
 

　
 

 
や

也
(1958年６月７日生)

    1982年    4 月 株式会社山口銀行入行
    2009年    4 月 同行北九州支店長
    2011年    9 月 株式会社北九州銀行取締役
    2014年    6 月 同行常務取締役福岡支店長
    2017年    6 月 同行専務取締役福岡支店長
    2018年    6 月 株式会社もみじ銀行専務取締役本店営業部長
    2019年    6 月 同行専務執行役員本店営業部長
    2020年    6 月 株式会社ワイエムツーリズム代表取締役
    2022年    1 月 当社入社　専務執行役員第二営業本部本部長

兼ファイナンス事業部長
    2022年    5 月 株式会社ビジネス・ワンファイナンス取締役

社長（現任）
    2022年    6 月 専務取締役第二営業本部本部長兼ファイナン

ス事業部長（現任）

－

（重要な兼職の状況）
株式会社ビジネス・ワンファイナンス取締役社長
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候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社株式の数

５
ご

後
 

 
 

　
 

 
とう

藤
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
まこと

誠
(1962年10月６日生)

    1985年    4月 株式会社肥後相互銀行
（現株式会社熊本銀行）入行

    2006年    4月 同行宇土ブロック長兼宇土支店長
    2009年    4月 同行営業推進副部長
    2011年    4月 同行下通ブロック長兼下通支店長
    2012年    10月 同行福岡ブロック長兼福岡営業部長
    2014年    4月 同行事務・IT部長
    2016年    4月 同行花畑ブロック長兼花畑支店長
    2017年    4月 同行執行役員花畑ブロック長
    2018年    4月 同行執行役員監査部長
    2019年    12月 同行執行役員退任
    2020年    2月 当社顧問
    2020年    4月 当社執行役員熊本営業部長

株式会社ビジネス・ワン熊本代表取締役
（現任）

    2020年    6月 当社取締役熊本営業部 部長（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ビジネス・ワン熊本代表取締役

―

６
※

なか

中
 

 
 

　
 

 
の

野
 

 
 

　
 

 
まさ

雅
 

 
 

　
 

 
ひこ

彦
(1961年５月４日生)

    1993年    9月 株式会社中野建築事務所（現株式会社ナカケ
ン）入社

    2000年    4月 同社専務取締役
    2008年    2月 同社代表取締役就任（現任）
    2009年    7月 株式会社オフィスリライト代表取締役就任

（現任）
    2016年    6月 当社社外取締役就任
    2016年    6月 株式会社アクロス社外取締役就任（現任）
    2018年    6月 当社社外取締役退任
    2018年    8月 株式会社カサグランデ代表取締役就任（現

任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ナカケン代表取締役
株式会社オフィスリライト代表取締役
株式会社カサグランデ代表取締役

25,000株
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氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社株式の数

７
か

甲
 

 
い

斐
 

 
だ

田
 

 
 

　
 

 
けい

啓
 

 
 

　
 

 
じ

二
(1966年８月19日生)

    1997年    10月 圓井研創株式会社取締役
    2000年    7月 同社代表取締役
    2002年    6月 株式会社コマーシャル・アールイー

取締役
    2002年    10月 同社代表取締役社長
    2004年    6月 株式会社ビジネス・ワン取締役
    2004年    7月 同社代表取締役社長
    2005年    10月 株式会社CRE投資顧問取締役
    2012年    6月 株式会社ビジネス・ワン賃貸管理取締役

（現任）
    2012年    6月 株式会社ビジネス・ワンファシリティーズ

取締役
    2016年    5月 株式会社ユーティライズ代表取締役

（現任）
    2016年    6月 当社取締役不動産管理事業部長
    2018年    3月 当社取締役賃貸管理事業部長
    2019年    3月 当社取締役（現任）

2022年11月 株式会社エルデック代表取締役（現任）
　　　　　　 株式会社ゼロ不動産管理取締役（現任）

―

（重要な兼職の状況）
株式会社ユーティライズ代表取締役
株式会社エルデック代表取締役
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番　号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

８
いの

井
 

 
 

　
 

 
うえ

上
 

 
 

　
 

 
ゆう

雄
 

 
 

　
 

 
すけ

介
(1949年５月10日生)

    1973年    4月 日本銀行入行
    1985年    4月 株式会社福岡相互銀行

（現株式会社西日本シティ銀行）入行
    1986年    6月 同行取締役
    1990年    6月 株式会社福岡シティ銀行

（現株式会社西日本シティ銀行）
常務取締役

    1993年    6月 同行代表取締役専務
    1997年    6月 同行代表取締役副頭取
    2003年    7月 九州カード株式会社代表取締役会長
    2005年    6月 九州債権回収株式会社代表取締役会長
    2015年    6月 当社社外取締役
    2016年    6月 当社社外取締役退任
    2016年    6月 九州電力株式会社社外監査役
    2016年    8月 当社社外取締役（現任）
    2018年    6月 九州電力株式会社社外取締役（監査等委員）
    2020年    6月 同社社外取締役（監査等委員）退任

―

９
ざい

財
 

 
 

　
 

 
ま

満
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
ひろし

寛
(1952年４月６日生)

    1975年    4月 株式会社山口銀行入行
    2004年    6月 同行取締役
    2008年    6月 同行常務取締役
    2010年    10月 北九州金融準備株式会社取締役
    2011年    10月 株式会社北九州銀行常務取締役
    2012年    6月 同行専務取締役
    2014年    6月 株式会社山口銀行専務取締役
    2016年    6月 同行専務取締役退任
    2016年    6月 ワイエムリース株式会社代表取締役
    2019年    6月 同社代表取締役退任

当社社外取締役（現任）

―
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（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

10
べっ

別
 

 
 

　
 

 
ぷ

府
 

 
 

　
 

 
たい

大
 

 
 

　
 

 
し

力
(1975年２月１日生)

    2004年    4月 ハウス流通株式会社取締役社長
ハウス流通保証株式会社代表取締役社長

    2010年    12月 スタイルプラス株式会社代表取締役
2012年    3月 株式会社モダンプロジェ代表取締役（現任）

株式会社ヘヤミセ取締役（現任）
    2020年    6月 当社社外取締役（現任）

―

（重要な兼職の状況）
株式会社モダンプロジェ代表取締役

（注）１. ※印は、新任の取締役候補者であります。

２. 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

３. 社外取締役を除く各候補者の選任理由は次のとおりであります。
(1)　取締役候補者尾﨑朝樹氏は、当社及びビジネス・ワンホールディングスグループ各社の取締役と

して長年に亘りグループ全体の指揮を執り、企業価値の向上に貢献しております。その実績、能
力、金融業界等における長い経験と企業経営者としての豊富な経験とともに人格、見識とも優れて
いることから、引き続き取締役候補者といたしました。

(2)　取締役候補者川本敏夫氏は、民間金融機関の審査部門の中核として長年培ってきた幅広い知見を
基に、経営管理、業務推進に手腕を発揮しております。第一営業本部長の経験から、今後さらなる
経営手腕を発揮するものと考えられることより、引き続き取締役候補者といたしました。

(3)　取締役候補者松元誠二郎氏は、長年に亘り、民間金融機関において金融その他経済全般に亘る高
い見識を培っております。管理本部長の経験から、今後さらなる経営手腕を発揮するものと考えら
れることより、引き続き取締役候補者といたしました。

(4)　取締役候補者山本道也氏は、長年に亘り、民間金融機関において金融その他経済全般に亘る高い
見識を培っております。第二営業本部長の経験から、今後さらなる経営手腕を発揮するものと考え
られることより、引き続き取締役候補者といたしました。

(5)　取締役候補者後藤誠氏は、民間金融機関の営業部門の中核として長年培ってきた幅広い知見を基
に、当社グループの営業推進の一角を担うに相応しいと考え、引き続き取締役候補者といたしまし
た。

(6)　取締役候補者中野雅彦氏は、建築業界に長年にわたって身を置かれており、その豊富な経験と知
識により今後の当社グループの事業展開に資するリーダーシップが期待されることから、新たに取
締役候補者といたしました。

(7)　取締役候補者甲斐田啓二氏は、賃貸管理事業を中心に不動産事業における様々な知見を有してお
り、今後の当社グループの事業展開に資する経営手腕を発揮するものと考え、引き続き取締役候補
者といたしました。
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４. 取締役候補者井上雄介氏、財満寛氏および別府大力氏は社外取締役候補者であります。

５. 社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要は以下のとおりであります。
(1)　井上雄介氏は金融業界に長年に亘って身を置かれており、豊富な経験と知識をもって、経営の監

督と今後の事業展開におけるご助言等をいただくため、社外取締役として引き続き選任をお願いす
るものです。

(2)　財満寛氏は金融業界に長年に亘って身を置かれており、金融業務及び会社経営における経験と見
識を有しております。その豊富な知識と経験から当社の経営におけるご助言等をいただくため、社
外取締役として引き続き選任をお願いするものです。

(3)　別府大力氏は不動産業界に長年に亘って身を置かれており、企業経営者としての豊富な経験・知
識並びに経営に関する高い見識を有しております。それらを当社の経営に反映していただくため、
社外取締役として選任をお願いするものであります。

６. 井上雄介氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結
の時をもって７年10ヶ月となります。

７. 財満寛氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の
時をもって４年となります。

８. 別府大力氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結
の時をもって３年となります。

９. 各候補者が所有する当社株式の数は、2023年３月31日現在のものであります。

以　上
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定時株主総会会場ご案内図

福岡市中央区薬院三丁目16番27号　薬院ビル６Ｆ
本社　会議室
☎（092）534－7210（代）
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